「特定施設入居者生活介護」及び「介護予防特定施設入居者生活介護」
重　要　事　項　説　明　書
広尾町養護老人ホーム　かもめ

　居宅サービス提供開始にあたり、厚生労働省令に基づいて、指定特定施設入居者生活介護及び指定介護予防特定施設入居者生活介護事業所(以下「事業所」といいます。)が契約者に説明すべき事項は次のとおりです。

１　施設経営主体
　（１）設置及び経営主体　　　　広尾町・広尾町立養護老人ホームかもめ

２　利用施設
　（１）施設の種類
・指定特定施設入居者生活介護及び指定介護予防特定施設入居者生活介護事業所
　　　　　（平成１９年３月２９日指定　　北海道第４７３９号）
　（２）施設の目的
　　　　・当施設は、介護保険法令に従い、契約者がその有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、契約者に当施設の職員により、特定施設サービス計画及び介護予防特定施設サービス計画(以下「サービス計画」といいます。)の作成、契約者の安否確認、生活相談等を行ない、サービス計画に基づく、入浴排泄、食事等の介護、その他の日常生活上の介護等、各種介護サービスを提供します。
　（３）施設の名称
　　　　広尾町養護老人ホームかもめ
　（４）施設の所在地及び電話番号
　　　　北海道広尾郡広尾町公園通南４丁目１番地　（電話）０１５５８－２－２５１０
　（５）施設の運営方針
・当施設において提供する介護サービスは、介護保険法並びに関係する厚生労働省
令、告の趣旨及び内容に沿ったものとします。
　　　　・契約者の人格を尊重し、常に契約者の立場に立ったサービスの提供に努めるとと
もに、契約者及びご家族のニーズを的確に捉まえ、サービス計画に基づき介護サービスを適切かつ円滑に提供することにより、契約者が要介護状態及び要支援状態になった場合でも、当該施設においてその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、契約者が必要とする適切なサービスを提供します。
　　　・契約者又はそのご家族に対し、サービスの内容及び提供方法についてわかりやすく
説明いたします。
　　　・適切な介護技術をもってサービスの提供に努めます。
　　　・提供したサービスの管理・評価を常に行います。
　（７）開設年月日　　　平成１９年４月１日
　（８）入所定員　　　　２０名

３　施設の概要
　（１）居室数
　　　　当施設で全室個室をご用意しております。（１人部屋　２０室）

４　職員及び勤務体制
　　　当施設では、契約者に介護サービスを提供する職員として、指定基準を遵守し次の職種の職員を配置しています。また、勤務体制は次のとおりです。※土日は異なります。
	職名
	職員数
	勤務時間

	管理者（所長）
	１名(兼)
	８：３０～１７：１５

	生活相談員
	２名
	８：３０～１７：１５

	計画作成担当者
	１名(兼)
	８：３０～１７：１５

	介護職員
	１１名　以上
	早出
	６：３０～１５：４５
（うち７時間４５分）

	
	
	日勤
	９：００～１７：４５

	
	
	常勤
	１０：００～１８：４５

	
	
	遅出
	１０：３０～１９：１５

	
	
	夜勤
	１５：３０～翌９：００

	看護職員
	２名
	８：３０～１７：１５

	機能訓練指導員
	1名(兼)
	８：３０～１７：１５

	栄養士
	１名
	８：３０～１７：１５

	医師（嘱託）
	１名
	随　時



５　サービスの概要
　（１）サービスの内容
[bookmark: _Hlk39158536]　　①食事(原則として食堂をご利用いただきます。)
　　　朝食(８：００～)　昼食(１２：００～)　夕食(１７：００～)
　　②入浴
　　　週に２回以上の入浴を行いますが、ご利用者の身体状況、ご希望により行なわない場合もあります。
　　③介護の種類
　　　特定施設サービス計画に沿って下記の介護を行います。
　　　（着替え、入浴、排泄、食事等の介助。おむつ交換、体位変換、通院介助等）
　　④生活相談
　　　介護に関すること以外に日常生活に関すること、退所後のことを含め、生活相談員が対応いたします。
　　⑤健康管理
　　　契約者の健康状態を把握するため、原則月１回、医務室にて協力病院の嘱託医による診察や健康相談を受けることができます。
　　　なお、医療を必要とする場合は、契約者又はご家族の希望により下記の医療機関において診察や入院治療を受けることができます。
　　　　　　　　　　　【協力医療機関　広尾町国民健康保険病院】
　　⑥レクリェーション
　　　年間を通じて契約者の交流を目的とした行事を行っています。
　　⑦買い物
　　　毎月１回、車送迎によるショッピングセンターでの買い物の日を設けておりますので、ご利用いただけます。
又、日常嗜好品等のご希望の契約者は職員に申し込みいただければ購入可能です。
　　⑧外出、外泊
　　　外出、外泊される場合は事前に職員にお申し出下さい。
⑨喫煙
　　　指定した喫煙場所以外の喫煙はご遠慮願います。(居室での喫煙は厳禁とさせていただきます。)
⑩面会
　　　面会時間は午前８時から午後７時までとなっております。(玄関の面会簿にご記入願います。)
　　⑪その他
　　　その他、契約者からのご質問ご相談等があれば事務所に申し出願います。

[bookmark: _Hlk39158407]６　サービス利用料金（契約書第７条）
（１）介保保険制度給付対象サービス
　・当施設の利用に伴う利用料金については、別紙、「利用料金表」のとおりとなります。
　・介護保険制度の介護報酬改定などにより、介護報酬額に変更があった場合、変更された
　　額にあわせて負担額が変更となります。
　・基本サービス費のほか、各種加算算定に変更があった場合においても、自己負担額が変
更になることがあります。

（２）サービス利用料金のお支払い方法
　　　・契約者は、当該月サービス利用分については、翌月に請求された日から３０日以内に支払うものとします。
	ア．役場出納窓口での現金支払
イ．指定金融機関への振り込み


（３）介護保険給付対象とならないサービス
　　　以下のサービス利用料金はご利用者又は契約者のご負担となります。
①生活費用(食事代、部屋代、洗濯代等)を含む措置費用徴収金の支払い
②理美容サービス
　　　　月１回、理美容師の出張による理髪サービスをご利用いただけます。
　　　　利用料金：１回あたり　２，０００円（カットのみ）
　　　②日常生活品等及び嗜好品の購入
　　　　日常生活品の購入代金及び嗜好品等の購入費用はご利用者にご負担して頂きます。（トイレットペーパー、入浴時のシャンプー、ボディソープ等は除く）
　　　③クリーニング代
　　　　必要に応じて衣類の洗濯は施設で行いますが、施設で洗濯することができないものについてはクリーニング業者に依頼するため、その費用は実費負担して頂きます。
　　　④紙おむつ代
　　　　一部、施設からも施設利用の費用徴収階層に応じておむつ等の支給もありますが、それを超える使用については、自己負担となります。また、入院時に使用する紙おむつ等の費用についても全額自己負担となります。
　　⑤その他ご利用者及び契約者等の私的経費の支払い
　　
７　身元引受人（契約書第12条）
（１）当施設では契約締結にあたり、身元引受人の設定をお願いしております。
（２）身元引受人とは、本重要事項説明書及び契約書における「契約者」とし、「契約者」
とは、ご家族又は縁故者もしくは成年後見人等とします。
（３）利用契約は終了した後、当施設に残された利用者の所持品（残置物）をご利用者
自身引き取れない場合、｢身元引受人｣に連絡のうえ、残置物を引き取っていただき
ます。
また、引渡しにかかる費用については、身元引受人にご負担いただきます。
（４）身元引受人は、民法４５８条の２に定める連帯保証人とします。
※入所契約締結時に身元引受人が定められない場合であっても、入所契約を締結す
ることは可能です。
（５）前号(4)における連帯保証人は、次の性質を有するものとします。
　　　イ）連帯保証人は、利用者と連帯して、本契約から生じる利用者の債務を負担する
こととします。
　　　ロ）連帯保証人の負担は、極度額1,000,000円を極度とします。
　　　ハ）連帯保証人は負担する債務の元本は、利用者又は連帯保証人は死亡したときに
確定するものとします。
　　　二）連帯保証人の請求があった時は、事業者は連帯保証人に対し、遅滞なく、利用
料等の支払状況や滞納金の額、損害賠償の額等、利用者の全ての債務等に関す
る情報を提供しなければなりせん。

８　感染症対策について
事業者は、施設内で感染症又は食中毒が発生、又はまん延しないよう、次に掲げると
おり必要な措置を講じます。
（１）感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を設置しています。
（２）感染症の予防及びまん延防止のための指針を策定し、従業員に周知しています。
（３）感染症の予防及びまん延防止のための研修会を定期的に開催しています。
（４）感染症の予防及びまん延防止のための訓練（シュミレーション）を実施していま
す。
（５）感染症対策の担当者を配置しています。
	感染対策に関する担当者
	感染症対策委員会　委員長



９　虐待の防止について
事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な
措置を講じます。
（１）ご利用者の尊厳の保持及び人格尊重に対する配慮を心がけながら、虐待の未然防止
に努めます。
　　　・施設職員が高齢者虐待防止法等の規定する養介護施設の従業者としての責務、適
切な対応等を従業員に周知しています。
　　　・ご利用者及びそのご家族からの虐待等に係る相談に対しても適切に対応します。
　　　・定期的に虐待防止のための委員会や研修会を開催しています。
（２）万が一、虐待が発生した場合には、速やかに必要機関に連絡し、あらゆる調査等に
協力します。
（３）虐待の防止に関する措置を適切に実施するため、担当者を配置しています。
	虐待防止に関する担当者
	虐待防止検討委員会　委員長



１０　身体的拘束等の廃止について（契約書第４条３項）
  　　事業者は、原則としてご利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害
等のおそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行います。
また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。
＜やむを得ない場合＞
①緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危
険が及ぶことが考えられる場合に限ります。
②非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶ
ことを防止することができない場合に限ります。
③一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった
場合は、直ちに身体拘束を解きます。
（１）身体的拘束等の廃止のための検討委員会を設置しています。
（２）身体的拘束等の適正化のための指針を策定し、従業員に周知しています。
（３）身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に開催しています。
（４）身体的拘束等の適正化対応策を適切に実施するため、担当者を配置しています。
	身体拘束等の廃止に関する担当者
	身体拘束廃止委員会　委員長



１１　事故発生時の対応及び賠償責任について（契約書第１１条）
　　ご利用者に対する指定介護老人福祉施設サービスの提供により事故が発生した場合
は、市町村、利用者のご家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
また、利用者に対する指定介護老人福祉施設サービスの提供により賠償すべき事故が
発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。
（１）事故発生の防止のための委員会を設置しています。
（２）事故発生防止のための指針を策定し、従業員に周知しています。
（３）事故発生の防止のための研修会を定期的に開催しています。
（４）事故発生防止等の措置を適切に実施するため、担当者を配置しています。
	事故発生防止等に関する担当者
	事故防止検討委員会　委員長


なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。
	保険会社名：あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
保険名：介護保険・社会福祉事業者総合保険
補償の概要：施設事業者プラン（対人対物事故・管理財物に関する法律上の損害賠償・法律上の人格侵害に関する損害賠償など）



１２　非常災害対策と地域との連携について
事業者は、非常災害時において適切に対応するために次に掲げるとおり必要な措置
を講じます。
また、地域との交流が図れるよう努めます。
（１）事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取
り組みを行います。
	災害対策に関する担当者
	所長


（２）非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制
を整備し、それらを従業員に周知します。
（３）できるだけ地域住民の参加が得られよう努め、定期的に避難、救出その他必要な訓
練を行います。
（４）施設が地域に開かれたものとして運営されるよう、地域住民やボランティア団体
等との交流を図ります。


１３　サービス内容に関する相談、苦情の受付
　（１）当施設における相談、苦情の受付は次のとおりです。
　　　□　相談、苦情受付対応責任者　　　所　　　長　　
　　　□　相談、苦情受付対応窓口　　　　生活相談員
　　　□　相談、苦情受付時間　　　　　　毎週月曜日から金曜日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８：３０～１７：１５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　但し、祝日は除きます。
□　電話による相談、苦情の受付　　０１５５８－２－２５１０
　（２）その他の相談、苦情の受付は次のとおりです。
　　　□　広尾町役場 保健福祉課
　　　　　 広尾町西３条７丁目 電話０１５５８－２－０１７２
　　　□　北海道国民健康保険団体連合会 総務部 介護保険課 苦情・企画係
　　　　　 札幌市中央区南２条西１４丁目 電話 ０１１－２３１－５１６１

１４　緊急時の対応について
　　　緊急時には、協力病院の嘱託医の指示により対応いたします。
　　　又、当施設の提供するサービスにおいて事故が発生し、当施設の責にその原因が認
　　　められる損害賠償については速やかに対応いたします。


１５　秘密保持、身体拘束について
　　　　各種サービスを提供する上で知り得た契約者、ご家族の秘密について、正当な理由なくこれを第三者に漏らすことは絶対に行ないません。
　　　又、サービスの提供にあたっては契約者又は他の契約者の生命及び身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、隔離、身体拘束、過剰な薬剤投与、その他の方法により契約者の行動を制限する行為は行いません。

１６　契約の終了について
　　　　次の事項に該当する場合は当施設との契約は終了いたします。
（１）要介護認定により契約者の心身の状況が自立と判定されたとき。
（２）ご契約の有効期間中であっても、契約者から契約の解除を申し出ることができま
す。その場合にはご契約の解除をご希望する１４日以上前までに解約届出書をご
提出ください。
　　（３）以下の場合には、即時に契約を解約、解除することができます。
　　　　・当施設が正当な理由なく、ご契約に定める特定施設サービスを実施しない場合。
・当施設が守秘義務に違反した場合。
・当施設が故意又は過失により契約者の身体、財産、信用を傷つけ又は著しい不信
行為、その他ご契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合。
・他の契約者が契約者の身体、財産、信用を傷つけた場合若しくはその恐れがある
場合において当施設が適切な対応をとらない場合。
　　（４）以下の場合には、当施設からの申し出により契約を解除していただきます。
・給付対象外サービスの利用料金の変更に同意いただけない場合。
・ご契約時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、
又は不実の告知によりこの契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。
・契約者によるサービス料金の支払いが３ヶ月以上遅延し、催告にもかかわらず支
払いがない場合。
・契約者が、故意又は重大な過失により当施設又は他の契約者等の生命、身体、財
産、信用等を傷つけ、又は著しい不信行為によりこの契約を継続しがたい重大な
事情を生じさせた場合。
　　　　・契約者が病院等に入院し、明らかに３ヶ月以内に退院できる見込みがない場合、又は入院後３ヶ月を経過しても退院できないことが明らかになった場合。
　　　　・契約者が当施設を退所された場合。
　　（５）利用契約が終了した後の当施設に残された契約者の所持品(残置物)は契約者本人又は身元引受人に引き取っていただきます。

　　令和　　年　　月　　日

指定特定施設入居者生活介護及び指定介護予防特定施設入居者生活介護にあたり、本書面に基づき重要な事項を説明いたしました。

　　・指定特定施設入居者生活介護及び指定介護予防特定施設入居者生活介護事業所


　　　　　　　　　　　　　　　　　　説明者　職氏名　生活相談員　　佐藤　寛光　印

私は事業所から指定特定施設入居者生活介護及び指定介護予防特定施設入居者生活介護について、本書面に基づき重要な事項の説明を受けました。



契約者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　

身元引受人住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　印　
（続柄）　　　　　　　　　　　
